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地 域
【Regional】

り そ な
【Resona】

お客さまの声に耳を傾け、共鳴し、響き合い、お客さまとの間に揺るぎない絆を築きます。

地域のお客さまと互いに触れ合い、感じ合い、理解し合う中から生まれる信頼関係を大切にします。

Resona : 【 共鳴する、響きわたる】 (ラテン語からの造語）
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総資産
信託財産

総資産 3.5兆円総資産 10.2兆円

※平成21年4月1日 りそな銀行とりそな信託銀行が合併 （存続会社：りそな銀行）
※総資産・信託財産：平成21年9月末現在

総資産 約４０兆円 日本で第４位の金融グループ

25.5兆円
26.8兆円

総資産
信託財産

39.8兆円
26.8兆円
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充実のネットワークでサービスをご提供しております

人口や経済・産業が高度に集積する首都圏、関西圏において強固なプレゼンス

有人店舗数

583

ATM等 約5,600台
（時間外手数料無料）

提携コンビニATM
約31,000台

H21年9月現在

個人顧客数※1

約1,300万口座

法人貸出先数

約9万先
H21年3月現在

H21年12月現在

※1 個人稼動口座2

関東圏
285

関西圏
276

3

10

3

4
2

首都圏
282

関西圏
276

3

13

3
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（兆円）

総資産、店舗網で見るりそなの位置づけ

583
646
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りそなグループ*4 メガバンク
３G平均*5

地銀上位
10行平均*3

*1 りそなホールディングス連結 *4 グループ銀行合算（りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行）（H21年9月末）
*2 MUFG連結、みずほFG連結、SMFG連結 *5 三菱東京UFJ＋三菱UFJ信託、みずほ＋みずほCB、SMBC（H21年11月調査時点）
*3 単体総資産で上位10地銀（横浜、千葉、静岡、福岡、常陽、西日本シティ、京都、広島、八十二、群馬），（国内有人店舗数はH21年11月調査時点）

<国内有人店舗数＞<総資産比較＞ （H21年9月末）
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不良債権問題と決別不良債権問題と決別不良債権比率不良債権比率

H15/3期

11.19％*1 2.58％

格付け*3格付け*3

H21/9期

保有株式残高保有株式残高 約1.4兆円 約0.35兆円

66.3％ 52.0％*2

50社 11社

営業経費率営業経費率

関連会社数関連会社数

Baa3 A1

コアビジネスへの回帰

証券・リース等周辺
事業売却

コアビジネスへの回帰

証券・リース等周辺
事業売却

格付けは大幅改善格付けは大幅改善

＊1 H15年9月末 ＊2 H21/3期 ＊3 りそな銀行長期預金格付け（ムーディーズ）

りそな改革の道筋 ：① 負の遺産との決別

ローコスト経営の定着ローコスト経営の定着

1兆円以上を削減1兆円以上を削減
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良質な貸出資産を積上げ良質な貸出資産を積上げ住宅ローン残高
（貸出金に占める比率）
住宅ローン残高

（貸出金に占める比率）

H15/3末

8.4兆円
（29%)

11.8兆円
（45%)

H21/9末

投資商品残高
（投資商品比率＊1）
投資商品残高
（投資商品比率＊1）

0.79兆円
(4%)

3.73兆円
(15%)

個人預金残高
（預金に占める割合）
個人預金残高

（預金に占める割合）

20.2兆円
(58%)

21.4兆円
(67%)

公的資金残高公的資金残高 3兆1,280億円

H15/9末

りそな改革の道筋 ：② 持続的成長を実現

＊1 投資商品残高 ／ （個人預金残高＋投資商品残高）

H21/9末

2兆852億円

投資商品残高は4倍に投資商品残高は4倍に

個人預金は着実に増加個人預金は着実に増加

1兆円超を返済1兆円超を返済
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連結当期純利益の推移 ：安定した黒字体質を実現

リーマンショック後
の混乱の中でも

1,239億円の黒字を確保

（億円）

【連結総資産額】H21/12末現在

りそなHD

みずほFG

SMFG

MUFG

：40.1兆円

：154.3兆円

：119.9兆円

：201.2兆円

【連結総資産額】H21/12末現在

りそなHD

みずほFG

SMFG

MUFG

：40.1兆円

：154.3兆円

：119.9兆円

：201.2兆円
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りそなグループの目指す姿

真のリテールバンク
個人部門

法人部門

生活設計サポート型ビジネス

経営課題解決型ビジネス

【サービスの質】
 機能・ソリューション

 ネットワーク

 リレーション

【コスト競争力】強

弱

強弱
店頭サービス

改革

従来型の銀行

真のリテール
バンク

真のリテール
バンクオペレーション改革
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本気度がちがいます。りそなのリテールは・・・

★ お客さまの口座開設理由 （アンケート※より抜粋）

りそな メガバンクA メガバンクB メガバンクC

（自行）ATMの時間外手数料が安い 14.6% 8.6% 5.6% 6.2%

営業時間が長い 10.2% 3.7% 4.3% 1.2%
※ 2009年11月に当社が実施したWebアンケートより抜粋

→ 取引銀行の口座開設理由として、上記項目を挙げたお客さまの割合
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本気度がちがいます。りそなはお客さまの目線で店舗を改革

従来の店舗 次世代型店舗 スマート店舗

◎ ご相談スペース 約２倍 ◎ 銀行事務スペース 約１/２倍

【変更前】 【変更後】

銀行事務

ご相談 お取引

銀行事務

お取引

ご相談

お客さまのスペース 小
事務のスペース 大

お客さまのスペース 大
事務のスペース 小
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本気度がちがいます。りそなはいつもお客さま本位

銀行のコア業務
に経営資源を

集中

 独立系のメリットを活かし、
各分野のリーディングカンパニー
と提携
→ お客さまにベストな商品を提供

 独立系のメリットを活かし、
各分野のリーディングカンパニー
と提携
→ お客さまにベストな商品を提供

中小企業取引中小企業取引

金融商品販売金融商品販売

住宅ローン住宅ローン

不動産不動産

企業年金企業年金

証券仲介証券仲介

Ｍ＆ＡＭ＆Ａ

個人年金保険個人年金保険

店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ店舗ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

国際業務国際業務

投資信託投資信託

ﾎﾟｲﾝﾄ交換ﾎﾟｲﾝﾄ交換

コア業務へ集中

ＩＰＯ支援ＩＰＯ支援

アライアンスアライアンス
りそなグループ

お客さまお客さま
例えば ↓ ポイントサービス『りそなクラブ』
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本気度がちがいます。りそなは古い銀行文化を打破

従来の営業体制

営業推進部門

事務・管理部門

支店長支店長
お客さま

サービス部長

お客さま
サービス部長

営業推進部門営業推進部門

営業部長営業部長

相互牽制
&

連 携 窓口サービス

事務・管理部門

窓口サービス

事務・管理部門

新たな営業体制

支店長制
を廃止

『営業推進部門』と『事務・管理部門』を分業
∥

法人営業部長・個人営業部長、お客さま
サービス部長を設置

『営業推進部門』と『事務・管理部門』を分業
∥

法人営業部長・個人営業部長、お客さま
サービス部長を設置

※ 本頁の内容はりそな銀行における取組です
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りそな銀行は、実は、信託銀行です。

メガバンクに
対する競争優位

専業信託銀行に
対する競争優位

● 地域密着

● 銀行本体での
信託機能提供

信託業務を併営する
商業銀行

地方銀行に
対する競争優位

● 担い手（営業力）

● ネットワーク

● 顧客基盤

他の銀行に対する競争優位性
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りそなはCSR活動でも本気度がちがいます。

CANPAN第3回CSR大賞
で情報開示部門銀賞受賞

りそなキッズマネーアカデミー
平成21年度は3,000人以上

が参加

エコノミクス甲子園開催
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りそなはCSR活動でも本気度がちがいます。

『チャレンジ25』
キャンペーンに
参加して地球温
暖化防止に努
めて参ります。

『TABLE FOR TWO』
（世界の子どもたちへの

学校給食支援）
りそなでは全社をあげて

取組んでいます。

りそなは女性が活躍できる職場です。
（りそなウーマンズカウンシルでのワンシーン）
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平成21年度第1位平成21年度第1位

透明性の高い情報開示（ディスクロージャー）への取組み

日本証券アナリスト協会ディス
クロージャー研究会より

『平成21年度ディスクロージャー
優良企業』に選定

日本証券アナリスト協会ディス
クロージャー研究会より

『平成21年度ディスクロージャー
優良企業』に選定 平成20年度 第2位平成20年度 第2位

平成19年度 第3位平成19年度 第3位

平成18年度 第2位平成18年度 第2位

平成17年度 第4位平成17年度 第4位

銀行部門銀行部門
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残存する公的資金の明細（H21/9末）と返済アプローチ

普通株式
2,616億円*1

優先株式
1兆8,235億円

＊1

返済済
既往返済額
1兆427億円*1

*1. 注入額元本ベース ＊2 平成21年12月に発行した第6種優先株式による調達分を含みます

市場環境を見極めつつ、できるだけ早期に売却を実施するよう、関係当局との
協議を進めてまいります。

利益剰余金等を原資とする買入消却を実施していく方針です。

【公的資金優先株式の返済原資確保の状況 】

残存する優先株式の注入元本に対し約８割の返済原資を確保

1兆8,235億円
公的資金
優先株式

返済原資 利益剰余金等＊2

1兆4,735億円

今後の
利益

蓄積など

優先株式 7,080億円返済

劣後ローン 3,000億円返済

普通株式 347億円返済
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２つの株式価値向上ドライバー

将来的な
純利益の成長

公的資金の返済と利益成長を通じ希薄化EPSの拡大を目指します。

希薄化後
１株当り
利益
（EPS）

希薄化後
株式数

現在の希薄化ベース
１株当り利益（EPS）

公的資金優先株式の取得・消却を通じた潜在株式数の大幅削減

 ビジネスプランの着実な履行を通じた利益成長

 上記による希薄化EPSの向上＝公的資金返済期間中の実質的な株主還元

 期間損益の大半を公的資金の返済（= 希薄化EPSの向上）に充当

公的資金の返済を通じた潜在株式数の削減

今後の希薄化ベース１株当り利益（EPS）

大

小

少 多
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《ご参考資料》
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日米個人資産比較

(出所) 日本銀行

54.9

現金・
預金
14.4

3.0

債券
9.5

3.6

投資
信託
12.5

株式・
出資金
31.3

6.9 27.4

保険・
年金準備金

28.7

4.2

その他
3.5

日本

米国
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（10億米ドル）

地域マクロデータ比較（全国、東京、大阪、埼玉、神奈川）

県内GDP規模の国際比較（2006年）

一人当たり県民所得の推移比較 県別総人口の推移比較

県内GDPの推移比較

1.出所:OECD Annual National Accounts Database等

2. 為替換算レート 1USD=103JPY

(出所) 日本銀行
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14,310

852

3,980

1,058

2,561

21,058 7.14%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Tier 1資本 DTA 優先出資
証券

預保法除く
優先株

自己株
補正

コア
Tier 1 (2)

コアT1（2)／RWA
（右軸）

0%

2%

4%

6%

8%

21,058

15,058

2,380
1,058

2,561

7.51%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

Tier 1資本 DTA 優先出資証券 社債型優先株 コアTier 1 (1) コアT1（1)／RWA
（右軸）

0%

2%

4%

6%

8%

コア資本の充実度に関する考察（H21年12月末）

コアTier１（１）*1： DTA純額、優先出資証券、社債型優先株を控除

コアTier１（2）*1： DTA純額、優先出資証券、優先株（預保法分除く）を控除

（億円）

（億円）

 優先株は社債型優先株のみ控除

 第４種優先株式 ・・・ 630億円

 第５種優先株式 ・・・ 1,000億円

 第６種優先株式 ・・・ 750億円

 優先株は預保法分を除き控除

 預保法優先株の高い資本性

 一斉取得（強制転換）条項なし

 配当は非累積
（配当率は 1y ¥Libor + 50bps）

 配当の有無に関わらず議決権有り

Tier1資本
対比12.1％ Tier1資本

対比5.0％

*1. りそな定義による



23

総資産の比較（平成21年9月末）
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（兆円）

銀行勘定

信託勘定
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東京本社の移転について

東京本社ビル譲渡及び移転の概要

H20年4月に現東京本社ビルを1,626億円にて譲渡

 利益剰余金 約1,300億円を確保

H22年5月を目途に深川地区へ本社機能を移転

 新社屋： 「深川ギャザリアW２棟」

 移転先物件概要

【完成予想図（外観）】

本部業務改革の概要

 徹底したローコストオペレーションの追及

 知的生産性の向上による業務品質向上とスピードアップ

ファイルレコードマネジメントの確立

ノンコア業務の標準化・集約

グループウェアの能力増強
多機能ＩＰ電話の導入

ワークスタイル
の変革

ＩＴインフラ強化

ペーパーレスの推進

業務プロセスの標準化

グループウェアの強化

オフィススタイル
の変革

オープン＆フレキシブルなオフィス

ユニバーサルレイアウトの導入

オフィスのモジュール化と機能拡充

費用対効果

 投資・一時費用 ： 60億円程度

 賃料負担軽減効果 ： ▲6億円程度/年

 業務効率化効果（金額換算） ： ▲8億円程度/年

・所在地 ： 東京都江東区木場一丁目
・規模 ： 地下１階地上10階
・賃借 ： 当社ｸﾞﾙｰﾌﾟで全ｵﾌｨｽｽﾍﾟｰｽを賃借予定
・竣工予定 ： 平成22年3月末頃
・アクセス ： 地下鉄東西線木場駅より徒歩5分程度
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りそなグループ HPのご案内

TOPページ

株主・投資家の皆さまへ

http://www.resona-gr.co.jp/index.htm
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本資料中の、将来に関する記述（将来情報）は、次のような要因により重要な変動を受
ける可能性があります。

即ち、本邦における株価水準の変動、政府の方針、法令、実務慣行及び解釈に係る展開
及び変更、新たな企業倒産の発生、日本および海外の経済環境の変動、並びにりそなグ
ループのコントロールの及ばない要因等が考えられます。

本資料に記載された将来情報は、将来の業績その他の動向について保証するものではな
く、また実際の結果と比べて違いが生じる可能性があることにご留意下さい。


